
 

○五島市二酸化炭素の排出量等の報告に関する条例 

令和８年３月31日条例第７号 

五島市二酸化炭素の排出量等の報告に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、五島市ゼロカーボンシティ計画の実現に向け、市内における二酸化炭素の排

出量（以下「市内二酸化炭素排出量」という。）を把握するため、小売電気事業者、揮発油卸売

事業者及び液化石油ガス卸売事業者に対し市内二酸化炭素排出量に関する報告を求めるとともに、

市内二酸化炭素排出量の削減を図るため、小売電気事業者に対し市内二酸化炭素排出量の削減に

関する報告を求めることについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 小売供給 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第１号に掲げる小売供給をい

う。 

(２) 小売電気事業者 電気事業法第２条第１項第３号に掲げる小売電気事業者（電気事業法等

の一部を改正する法律（平成26年法律第72号）附則第２条第２項に規定するみなし小売電気事

業者を含む。）であって、市内において小売供給を行うものをいう。 

(３) 揮発油卸売事業者 市内において揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和51年法律第

88号）第２条第４項に規定する揮発油販売業を営む者に対し、同条第２項に規定する揮発油の

卸売を行う者をいう。 

(４) 液化石油ガス卸売事業者 市内において液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関

する法律（昭和42年法律第149号）第２条第３項の液化石油ガス販売事業を営む者に対し、同条

第１項に規定する液化石油ガスの卸売を行う者をいう。 

（電気事業者排出量削減計画書の作成等） 

第３条 小売電気事業者は、市内二酸化炭素排出量の削減を図るため、次に掲げる事項を記載した

計画書（以下「電気事業者排出量削減計画書」という。）を作成し、市長に提出しなければなら

ない。 

(１) 小売電気事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地） 

(２) 前年度の市内における小売供給量 

(３) 前年度の市内における小売供給に伴う市内二酸化炭素排出量 



 

(４) 市内二酸化炭素排出量の削減に係る基本方針、実施しようとする措置の内容及び当該措置

により達成すべき目標 

(５) 計画の推進に係る体制 

(６) 小売供給量のうち非化石エネルギー源（エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境

適合利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成21年法律第72号）第

２条第２項に規定する非化石エネルギー源をいう。）を利用して行う発電に係る電気の供給量

の割合を拡大するための措置及び目標 

(７) 市内において小売電気事業者から電力の供給を受けている者が市内二酸化炭素排出量の削

減に資する取組を行うことができるようにするための措置 

(８) その他規則で定める事項 

２ 電気事業者排出量削減計画書は、電気事業者排出量削減計画書を提出しようとする日の属する

市の会計年度を対象として作成しなければならない。 

３ 電気事業者排出量削減計画書は、毎年度、７月末日までに提出しなければならない。 

４ 小売電気事業者は、電気事業者排出量削減計画書について、第１項第１号から第５号までに掲

げる事項のいずれかに変更があったときは、速やかに変更後の電気事業者排出量削減計画書を市

長に提出しなければならない。 

５ 小売電気事業者は、電気事業者排出量削減計画書に基づき、市内二酸化炭素排出量の削減に努

めなければならない。 

（電気事業者排出量削減報告書の作成等） 

第４条 小売電気事業者は、電気事業者排出量削減計画書に基づく措置の実施状況を記載した報告

書（以下「電気事業者排出量削減報告書」という。）を作成し、市長に提出しなければならない。 

２ 電気事業者排出量削減報告書は、電気事業者排出量削減計画書に基づく措置を実施した市の会

計年度の翌年度の７月末日までに提出しなければならない。 

（電気事業者排出量削減計画書等の公表） 

第５条 市長は、電気事業者排出量削減計画書又は電気事業者排出量削減報告書の提出があったと

きは、その内容をインターネットの利用その他の方法により公表するものとする。 

（勧告） 

第６条 市長は、電気事業者排出量削減報告書の提出をすべき者が、正当な理由がなく提出をせず、

又は虚偽の記載をして提出をしたときは、その者に対し、相当の期限を定めて、必要な措置を講

ずべきことを勧告するものとする。 



 

（揮発油卸売事業者及び液化石油ガス卸売事業者に対する情報提供の求め） 

第７条 市長は、揮発油卸売事業者及び液化石油ガス卸売事業者に対し、市内における揮発油、液

化石油ガスその他の石油製品の販売量、販売に伴う市内二酸化炭素排出量その他の規則で定める

事項に関する情報の提供を求めることができる。 

２ 揮発油卸売事業者及び液化石油ガス卸売事業者は、事業における競争上の地位その他正当な利

益を害すると認められる場合を除いて、前項の規定による情報提供の求めに協力するよう努めな

ければならない。 

（市内二酸化炭素排出量の算定及び公表） 

第８条 市長は、第４条第１項の規定により提出された電気事業者排出量削減報告書及び前条第２

項の規定により提供された情報に基づき、毎年度、エネルギーの利用に起因する市内二酸化炭素

排出量を算定し、市役所の掲示場への掲示、インターネットの利用その他の方法により公表する

ものとする。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 


